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(事業の目的)

第 1条
この規程は、社会福祉法人祥永会 (以下「本会」という。)が開設する読谷の里デイサービ
スセンター指定介護予防通所介護事業所 (以下「事業所」とい う。)が行 う指定介護予防通

所介護の事業 (以下「事業」という。)の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に

関する事項を定め、事業所の生活相談員及び看護職員、介護職員、機能訓練指導員 (以下
「介護予防従事者」とぃう。)が、要支援状態にある高齢者に対 し、適正な指定介護予防

通所介護事業を提供することを目的とする。

(運営の方針 )

第 2条
事業所の介護予防従事者は、要支援状態等の心身の特性を踏まえて、その利用者が可能な

限りその居宅において、その有する能力に応 じ自立した日常生活を営むことができるよう、
さらに利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びにその家族の身体的、精神的

負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の介護その他必要な援

助を行 う。
2事業の実施にあたつては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの密接な連携
を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。

(事業所の名称等)

第 3条
事業所の名称及び所在地は、次のとお りとする。
一 名 称 読谷の里デイサービスセンター指定介護予防通所介護事業所
二 所在地 読谷村字座喜味1875番地 1

(職員の職種、員数及び職務内容 )

第 4条
事業所に勤務する職員の職種、員数、及び勤務内容は次のとお りとする。
一 管理者     1名
管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を行 う。

二 通所介護従業者
生活相談員   1名 以上
介護職員    8名 以上
看護職員    1名 以上
介護予防従業者は、指定介護予防通所介護の業務に当たる。
生活相談員は、事業所に対する指定介護予防通所介護の利用の申し込みに係る調整、他
の介護予防従事者に対する相談助言及び技術指導を行 う。また、他の従事者 と協力 して

介護予防通所介護計画書、運動器機能向上計画書の作成等を行 う。
三 機能訓練指導員  1名 以上
機能訓練員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練指導、助言

を行 う。また、他の従事者 と協力 して介護予防通所介護計画書、運動器機能向上計画の

作成等を行 う。

(営業 日及び営業時間)

第 5条
事業所の営業日及び営業時間は、次のとお りとする。
一 営業日 12月 30, 32日 , 1月 1, 2, 3日 を除く月曜日から土曜日までとする。
祝 日は営業する。

二 営業時間       年前 8時 30分から年後 5時 30分までとする。
サービ ス提供時間   午前 9時 30分から午後 4時 00分までとする。
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(定 員)
第 6条
1日 に介護予防サービスを提供する定員は、併設する通所介護事業所と合わせて 50名 と
する。

(指定介護予防通所介護の内容、形態等)

第 7条
指定介護予防通所介護の内容は、地域包括支援センター又は、指定居宅介護支援事業者の

作成 した介護予防サービス計画書に基づいて、次に掲げるもののうち必要と認められる介

護予防サービスを行 うものとする。ただし、介護予防サービス計画書が作成されていない

場合は、次に掲げるもののうち本会と利用者等との協議によつて選択 し、サービスを提供

する。
一 食事に関すること
給食を希望する利用者に対 して、必要なサービスを提供する。

ア.準備、後片付けの支援
イ.食事摂取の支援
ウ。その他必要な食事の支援

二 介護予防サービスに関すること
利用者が生きがいのある、lk適で豊かな日常生活を送ることができるように生活指導や

家庭での日常生活に必要な基礎的な訓練及び機能低下を防ぐための必要な訓練を行 う。

また、利用者の身体的、精神的な疲労回復 と気分転換が図れるよう各種サービスを提供

する。

ア.運動器機能向上訓練 (ス リング)
イ.運動器機能別訓練
ウ.個別活動 (運動レク・屋外活動 (グ ランドゴルフ他)・ 音楽レク・手工芸 )
工.行事的活動
オ.体 操
力.休 養

三 送迎に関すること
地理的条件、その他の理由により送迎を必要とする利用者については必要な支援、サ

ービスを提供する。

ア.移動・移乗動作の支援
イ.送 迎

四 相談、助言に関すること
利用者及びその家庭の日常生活における身上、介護等に関する相談及び助言を行 う。

ア.日 常生活動作訓練の相談、助言
イ.日 常生活自助具の利用方法の相談、助言
ウ.家族、介護者への相談、助言
工。その他の必要な相談、援助

(指定介護予防通所介護の利用申し込み及び派遣の決定)

第 8条
指定介護予防通所介護を利用 しようとする者または地域包括支援センター、指定居宅介護

支援事業者は、指定介護予防通所介護事業所に利用申込みをする。指定介護予防通所介護

担当者は、指定介護予防通所介護利用申込みを管理者あて提出するものとする。

2管理者は、指定介護予防通所介護利用申込みを受理後速やかに利用又は、派遣の要否を決
定し、指定介護予防通所介護担当者は本人又は家族へ連絡するものとする。ただし、緊急

を要する場合にあっては、介護予防サービス計画書作成前であつてもサービスが利用でき

るものとし、申込みは要支援認定及び介護予防通所サービス計画書作成後にあらためて提

出して差し支えないものとする。
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(指定介護予防通所介護の利用料 )

第 9条
指定介護予防通所介護の利用料は、介護報酬の告示上の額と同額の利用料とする。

2法定代理受領サービスに該当する指定介護予防通所介護を提供した際には、その利用者か
ら利用料の一部として当該指定介護予防通所介護に係る介護予防サービス費用基準額又

は居宅支援サービス費用基準額から当該指定介護予防通所介護事業者に支払われる居宅

介護サービス費又は居宅支援サービス費の額を控除して得た額の支払いを受けるものと

する

3法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防通所介護を提供 した際にその利用者か
ら支払いを受ける利用料の額と、指定介護予防通所介護に係る居宅介護サービス費用基準

額又は居宅支援サービス費用基準額との間に不合理な差額が生じないように留意する。

4前 2項の支払いを受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用者から受け
ることができる

一 利用者の選定により、通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対 して行 う
送迎に要する費用

二 指定介護予防通所介護に通常要する時間を超える指定介護予防通所介護であって、利用
者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲において、通常の指定介護予防

通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額又は居宅支援サービス費用基準額を超え

る費用。

三 食事の提供に要する費用  昼食 :500円 (おやつ代含む)
四 オムツ代、その他、介護予防の提供にあたつて通常必要となる日常生活上の便宜の提供
に係る費用であつて、その利用者に負担させることが適当と認められる費用。

五 前項に掲げるもののほか、介護予防の提供において提供される便宜の うち、日常生活に
おいても通常必要となるものに係る費用であつて、その利用者に負担させることが適当

と認められる費用。
5前項の費用の額に係るサービスの提供にあたつては、あらかじめ利用者又はその家族に対
し当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

(緊急時における対応方法)

第 10条
介護予防従業者等は、指定介護予防通所介護を実施中に、利用者の病状等に急変、その

他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管

理者に報告しなければならない。
2指定介護予防通所介護の実施中に天災その他の災害が発生した場合、介護予防従事者等は
必要によリサービス利用者の避難等の措置を講ずる他、管理者に連絡の上その指示に従 う

ものとする。

(虐待の防止のための措置)

第 11条
利用者の人権の擁誇、虐待の防止及び身体拘束の禁止等のため、必要な体制の整備を行 うと

ともに、その従業者に姑し、研修を実施する等の措置を講ずるものとする。

(非常災害対策)

第 12条
サービス提供中に天災その他の災害が発生した場合、従業者は利用者の避難等適切な措置を

講ずる。又、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及び協力機関等との連携方法
券確 認 1ット 絆 喜 日寺に l士 の指糧 狩 μる幸、の とす る^

2非常災害に備え、少なくとも 1年に 2回は避難、救出その他必要な訓練を行 うものとする。

(通常の事業の実施地域 )

第 13条
通常の事業の実施地域は、読谷村の区域とする。
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(衛生管理及び介護予防従事者等の健康管理等)

第 14条
事業所は、介護予防に使用する備品を清潔に保持 し、定期的な消毒を施す等、

常に衛生管理に十分留意するものとする。
2事業所は、介護予防従事者に対 し伝染病等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、
年 1回以上の健康診断を受診させるものとする。

(秘密保持等)

第 15条
介護予防従業者は、業務上知 り得た利用者またはその家族の秘密を保持する。
2事業所は、従事者であった者に、業務上知 り得た利用者または家族の秘密を保持 させる
ため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、事業者との雇 用
契約の内容とする。

(個別援助計画書の作成等)

第 16条
事業所は、地域包括支援センターまたは利用者本人等の作成 した介護予防サービス計画書
に基づいて、利用者の心身機能の状態に応 じた当該サービスの個別援助計画を作成するも
のとする。

2事業所は、個別援助計画に記載されたサービスを実施 し、継続的なサービスの管理、評
価を行 うものとする。
3事業所は、本人または家族、地域包括支援センター、指定居宅介護支援事業者から個別
援助計画の閲覧を求められたときは、適切に対応するものとする。

(サービスの提供記録の記載 )

第 17条
介護予防従事者は、指定介護予防通所介護を提供 した際には、その提供 日及び内容、当該

指定介護予防通所介護について、介護保険法第41条第6項または法第53条5項の規程により、

利用者に代わつて支払いを受ける保険給付の額、その他必要な記録を利用者が所持するサ
ービス提供記録書に記載するものとする。

(苦情処理 )

第 18条
事業所は、提供 した指定介護予防通所介護に関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ

適切に対応するため、受付窓日の設置の他必要な措置を講 じるものとする。

(損害賠償 )

第 19条
管理者は、利用者に対する指定介護予防通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した

場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。

(その他運営についての留意事項 )

第 20条
事業所は、介護予防従事者の能力向上を図るための研修の機会を設けるものとし、業務体

制を整備する。

2介護予防従事者等は、その勤務中常に身分を証明する証票を携行 し、利用者から求められ
たときは、これを提示するものとする。
3事業所はこの事業を行 うため、ケース記録、個別援助計画書、その他必要な書類を整備
するものとする。

4こ の規程の定める事項の他、運営に関する重要事項は、理事長が定めるものとする。
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附 則

この規程は 平成 18年 04月 01
平成 18年 11月 01
平成 19年 04月 23
平成 19年 08月 01
平成 21年 04月 01
平成 21年 11月 01
平成 22年 02月 01
平成 23年 02月 01
平成 23年 04月 01
平成 24年 04月 01
平成 26年 04月 01
平成 26年 08月 01
平成 26年 11月 01
平成 27年 04月 20
平成 28年 08月 01
平成 29年 05月 08
平成 29年 10月 01
令和 02年 06月 01
令和 03年 04月 01

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行

日より施行
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